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高鍋町移住定住パンフレット制作委託業務に関する公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

本委託業務を通して作成されるパンフレットが、高鍋町の魅力を発信する媒体の１つとしての役割

を持ち、高鍋町への移住を促進することを目的とする。 

 

２ 委託業務 

 (１) 業 務 名  高鍋町移住定住パンフレット制作委託業務 

(２) 業務内容等  別紙「高鍋町移住定住パンフレット制作委託業務 仕様書(以下、「仕様書」とい

う。)」のとおり 

 (３) 契 約 期 間  契約締結の日から令和８年１月 31日まで 

 (４) 提案限度額  １，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

３ 委託業者の選定方法 

(１) 委託事業者は、「高鍋町プロポーザル方式実施要綱」に基づき公募型プロポーザル方式により

選定する。 

 (２) 委託事業者は、別に設置する選定委員会の評価に基づき町長が決定する。 

 (３) 選定は、企画提案書、プレゼンテーション及びヒアリング等の審査により行う。 

 (４) 審査の結果、評価点の合計が最も高い者を契約の相手の候補者(以下、「候補者」という。)と

し、随意契約の交渉を行う。ただし、その者と合意に至らない場合は、次に評価点の合計が高い

者から順に交渉を行う。 

(５) 評価点の合計が同点の場合は、見積金額が低い提案業者を選定することとする。それでもなお

選定できない場合は、選定委員会の多数決により候補者を選定する。 

 (６) 参加者が 1者の場合でも提案書、プレゼンテーション及びヒアリング等の審査を行う。 

 (７) 提案内容の水準を確保するため、最低基準点を定める。総合点が６割に満たない場合は不合格

とする。 

 

４ 参加資格 

  次に掲げる全ての要件を満たす者とする。 

(１) 本プロポーザル及びその後の契約の締結において、不正又は不誠実な行為をしないことを誓約

できる者であること。 

(２) 地方自治法施行令(昭和 22年政令第 16号)第 167条の４の規定に該当しないこと。 

 (３) 会社更生法(平成 14年法律第 154号)第 17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法(平成 11年法律第 225号)に基づく再生手続開始の申立てをしている者でないこと。 

 (４) 手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状況が著

しく不健全であると認められる者でないこと。 

 (５) 国税、都道府県税、高鍋町税の滞納がないこと。 
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 (６) 高鍋町暴力団排除条例(平成 23年高鍋町条例第８号)第２条第３号に規定する暴力団関係者で

はないこと。 

 (７) 指名競争入札参加者の資格、指名基準、指名停止等に関する要綱(平成 31年高鍋町訓令第 15

号)に基づく指名停止措置の期間中でない者であること。  

 

５ 各種期限及びスケジュール 

 (１) 実 施 要 領 の 交 付 期 間   令和７年５月 23日(金)から令和７年６月６日(金)17時まで 

 (２) 参加表明 及び 

     参加資格確認書類提出期限   令和７年６月 ６日(金） 17時まで 

 (３) 質 問 受 付 期 限   令和７年６月 ４日(水） 17時まで 

 (４) 質 問 へ の 回 答   令和７年６月 ６日(金）  

 (５) 企画提案書の提出期限   令和７年６月 13日(金) 17時まで 

 (６) プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン   令和７年６月 20日(金)  

 (７) 審 査 結 果 通 知 ・ 公 表   令和７年７月上旬予定 

 

６ 参加表明 

  本件に参加する意思のある者は、公募型プロポーザル参加表明書(様式第３号)及び下記の(１)参加

資格確認書類を提出 

すること。なお、(１)参加資格確認書類については、すでに高鍋町において指名競争入札参加資格を 

有している者については提出を要しない。 

 (１) 参加資格確認書類 

  ① 営業証明書 

  ② 営業経歴書 

  ③ 営業所一覧表 

  ④ 使用印鑑届 

  ⑤ 暴力団排除に関する誓約書兼照会承諾書 

  ⑥ 納税証明書(写し可) 

  ⑦ 特別徴収実施確認・開始誓約書 

 (２) 提出期限等について 

  ① 期限  令和７年６月６日(金) 17時まで 

  ② 場所  高鍋町役場 地域政策課 総合政策係 

  ③ 部数  １部 

  ④ 方法    持参又は郵送(提出期限必着) 

       ※すでに高鍋町において指名競争入札参加資格を有している者については「公募型プロ

ポーザル参加表明書(様式第３号)」のみをメールにて提出することも可とする。 

 

７ 質問の受付及び回答 

   本要領の内容について質問がある場合は、下記に従い「質問書(別添１)」を電子メールにて提出す
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ること。また、電子メールのタイトルは「【事業者名】移住定住パンフレット制作委託業務に係る質

問事項」とすること。なお、口頭又は電話等による質問については一切対応しない。 

  ① 受付期限  令和７年６月４日(水) 17時まで 

  ② 受付場所  高鍋町役場 地域政策課 総合政策係 

  ③ 受付方法  質問書を電子メールにて提出 

           提出先：k-minomo@town.takanabe.lg.jp 

    ④ 回答方法  参加表明した全ての事業者へ電子メールにて回答 

 

８ 参加資格確認結果通知 

  参加資格確認結果通知書（様式第４号）は下記の期間及び方法により通知する。 

  ① 期間  令和７年６月 10日(火)まで 

  ② 方法  電子メールにて通知 

 

９ 企画提案書について 

  企画提案書については、文字サイズ 10ポイント以上とし、書類の作成に用いる言語は日本語、通

貨は円、単位は日本の標準時及び計量法によるものとする。 

 (１) 企画提案に係る提出物 

提出書類名 留意事項 

 

提案書 

別添２＋任意様式。提案書には、仕様書及び審査項目の

内容を踏まえ、提案を分かりやすく解説すること。  高鍋

町及び地域おこし協力隊に関する魅力的な情報の発信に

ついて、独自に提案する事項については効果等含め作成

すること。おおむねＡ４判用紙両面印刷５枚程度とし、

ページ番号を記入すること。 

会社概要 企業パンフレット、冊子等も可とする。 

業務実施体制調書 別添３ 

業務実績調書 別添４ 

配置予定者の業務実績等調書 別添５ 

業務の実施方針・考え方・ポ

イント 
別添６ 

業務スケジュール 任意様式で可とする。 

自社 PR 任意様式で可とし、提出は任意とする。 

見積書(様式任意) 

本要領２(４)に示した限度額を超えないこと。業務遂行

に必要となるすべての作業項目及び経費を見積るものと

し、内訳書に回数・単価等が分かるように記載するこ

と。 

      ※内容について、追加資料の提出を求める場合あり。 

mailto:k-minomo@town.takanabe.lg.jp
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(２) 提出期限等について 

  ① 期限  令和７年６月 13日(金) 17時まで(必着) 

  ② 場所  高鍋町役場 地域政策課 総合政策係 

  ③ 部数  原本(見積書のみ押印)１部、コピー５部 

  ④ 方法  持参又は郵送(提出期限必着)。提出期限を過ぎた提案書は受け付けない。 

 

10 審査及び選定 

  企画提案の審査は、提出された企画提案書、プレゼンテーション及びヒアリングの内容をもとに審 

査を行い選定する。 

(１) プレゼンテーション審査 

  ① 日 時  令和７年６月 20日（金）※時間等詳細については後日連絡 

  ② 時 間    １事業者につき 30分以内 

          （プレゼンテーション 20分以内、質疑応答 10分以内） 

  ③ 場 所  高鍋町役場内 ２階 第２会議室（予定） 

  ④ 結果通知  令和７年７月上旬を目途として全提案者へ通知する。 

  ⑤ 公 表 等  審査結果については、高鍋町ホームページで公表する場合がある。また、審査結

果に関する説明を求めること及び異議を申し立てることはできないものとする。 

 (２) 審査の項目 

審査項目 審査内容 

業務体制及び進行管理 

【別添３、４、５、業務スケ

ジュール】 

（20点） 

・本業務の遂行のため、同種・類似業務の実績があり、必要な

専門的知見・経験を有する人員が十分に配置されているか 

・実施スケジュールが現実的なものである、かつ柔軟な調整が

可能なものであるか 

提案内容 

【提案書、別添６】 

（60点） 

・仕様書の目的・内容を理解し、それらを踏まえた提案となっ

ているか。 

・本町の特色を理解し、本町の特性を生かした提案となってい

るか。 

・移住促進につながる提案、仕様となっているか。 

・分かりやすく、見やすい内容・デザイン・レイアウトとなっ

ているか。 

・本町への興味関心を喚起できるようなものとなっているか。 

・独自のノウハウやアイデアがみられるか。 

提案価格 

【見積書】 

（10点） 

 

・経費は適正に見積もられているか。 

業務の理解・提案者の取組

姿勢 

（10点） 

・本業務の背景・目的や課題を踏まえた適切な企画提案となっ

ているか 

・業務に対する意欲が感じられるか 

・わかりやすい説明がなされているか 

・委員の質問に適切に回答できているか 

・本町の情報収集をして提案内容に盛り込んでいるか 
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11 失格条項 

   下記のいずれかに該当する者は、失格とする。 

 ① 企画提案書等の必要書類を提出期限内に提出しない場合 

 ② 本要領４の参加資格を満たしていないと判断される場合 

 ③ 提案された見積書の金額が本要領２(４)の限度額を超えていた場合 

 ④ プレゼンテーションに理由なく欠席した場合 

 ⑤ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

 ⑥ 審査結果に影響を与えるよう、故意に工作した場合 

 ⑦ その他、適正な審査を妨害した場合 

 

12 契約に関する事項 

 (１) 選定された提案者については、候補者として委託業務に関する必要な協議を行うものとし、契

約書の作成にあたっての条件の協議が整い次第、委託業務契約を締結する。 

 (２) 候補者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞退届(様

式第５号)を提出すること。なお、この場合、次順位者を候補者とする。 

 (３) 契約保証金として、契約締結の際に契約金額の 100分の 10以上に相当する金額を納付するこ

と。 

 

13 その他 

 (１) 企画提案書等の作成及び旅費等(プレゼンテーションの参加費等も含む)の費用は、全て当該提

案者の負担とする。 

 (２) 提出書類は、返却しない。 

(３)  公募型プロポーザル参加表明書、企画提案書及び見積書は、それぞれの提出期限後において、

差し替え、訂正及び再提出することを認めない。ただし、当該提出期限後に、必要に応じて追加資

料の提出を求める場合がある。 

 (４) 企画提案書等の作成のために本町から受領した資料等は、本町の了解なく公表し、又は使用し

てはならない。 

 (５) 本業務に係る情報公開請求があった場合は、高鍋町情報公開条例(平成 14年条例第 10号)に基

づき提出書類を公開することがある。 

 (６) 提出書類は、必要な範囲において複製を作成することがある。 

 (７) 本プロポーザルの参加を辞退した者について、これを理由として以後の入札等について不利益

な取扱いは行わない。 

 (８) プレゼンテーションは、提出した提案書をもとに行うこととし、追加提案の資料や追加資料の

配布を認めない。パソコン及びプロジェクターによるプレゼンテーションは許可するが、パソコ

ンやプロジェクターは事業者が持参すること。スクリーンのみ町が準備する。 

 (９) 提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令

に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手続法等を用いた結
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果生じた事象に係る責任は、全て提案者が負うものとする。 

 (10) 本実施要領に定めるもののほか、必要な事項については担当部局が別に定める。 

 

14 担当部局及び書類の提出先等 

  〒884-8655 宮崎県児湯郡高鍋町大字上江 8437番地 

  高鍋町役場 地域政策課 総合政策係 担当：蓑毛  

  電 話：0983-26-2018 FAX：0983-23-6303 

  E-mail：k-minomo@town.takanabe.lg.jp  

 


